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nt.M, Schwarzer.R et Jerusalem.M,2000）」との相関を検討した。反応性バイアスの検
討には、「社会的望ましさ尺度（Reynolds,1982;Valla et al.,1997）」を用いた。「産
痛緩和ケア態度尺度」について、内的整合性（α＝0.885）および再テスト法による安定
性（r=0.518、p<0.001）が確認された。基準関連妥当性では弱い正の相関が認められた
（r=0.320、p<0.001）。因子分析（一般化した最小二乗法、プロマックス回転）にて構
成概念妥当性が確認された。反応性バイアスについて相関は弱かった（r=0.249、p<0.0
01）。「産痛緩和ケア行動尺度」についても、内的整合性（α＝0.941）および再テスト
法による安定性（r=0.703、p<0.001）が確認された。基準関連妥当性では弱い正の相関
が認められた（r=0.357、p<0.001）。因子分析（一般化した最小二乗法、プロマックス
回転）にて構成概念妥当性が確認された。反応性バイアスについて相関は弱かった（r=
0.299、p<0.001）。これらの分析の結果、「産痛緩和ケア態度尺度」、「産痛緩和ケア
行動尺度」を「一般性自己効力質問表」と共に、プログラムの効果を測定する尺度とし
て用いた。 
本研究の研究デザインは産痛緩和ケア教育プログラムの介入前後でその効果を評価す
る準実験研究である。研究対象者はモロッコ国の16箇所の医療施設に勤務する27名の助
産師のうち、完全にプログラムに参加した24名の助産師である。教育プログラム実施の
約1カ月前からプログラム終了後3カ月までを評価期間とした。教育プログラム開始前、
教育プログラム終了直後、教育プログラム終了1ヶ月後、教育プログラム終了3ヶ月後の4
時期における「産痛緩和ケア態度尺度」、「産痛緩和ケア行動尺度」、「一般性自己効
力質問表」のデータを比較した。日常的なケア実践を知るために、助産師が担当した産
婦ごとに記録する出産記録と実施したケアに関する質問表のデータも分析した。産痛の
程度、産婦の産痛への対処、母子の健康に関するアウトカムについて、プログラム評価
期間中に助産師からケア提供を受けた産婦963名を分析対象とした。出産記録および産痛
や緩和の程度に関する質問表への産婦の回答をもとに分析した。本研究の実施にあたっ
て兵庫県立大学看護学部研究倫理委員会の承認を受けた。得られた結果は次の通りであ
る。 
１）産痛緩和ケアに関する意識について、教育プログラムを受講した助産師は受講前の
助産師に比べて有意に高まった。プログラム終了後3ヶ月が経過しても意識の高さは継続
していた。 
 
２）産痛緩和ケアの実施について、教育プログラムを受講した助産師は受講前の助産師
に比べて実施の頻度が有意に増えていた。緩和方法について、教育プログラム前は呼吸
法や歩行が主な手段であったが、教育プログラム後は、マッサージ、指圧、温罨法が加
わり、複数の方法が用いられるようになった。プログラム終了後3ヶ月が経過しても実施
の頻度は継続していた。自己効力感は、教育プログラム後に有意に高く、プログラム後
時間の経過とともに上昇した。 
 
３）産婦が感じる産痛について、教育プログラムを受講した後の助産師からケア提供さ
れた産婦のほうが、痛みの程度は有意に弱くなり、緩和の程度は有意に強くなっていた。
プログラム終了後1ヶ月から3ヶ月が経過する時期にある助産師にケア提供された産婦に
おいて、痛みの軽減と緩和の程度が高かった。 
 
４）産婦の痛みへの対処について、教育プログラム受講後の助産師にケア提供された産
婦では、産痛に対処するために選択する方法と利用頻度が変化した。マッサージ、歩行、
呼吸法が最も多く利用されるようになり、指圧や温罨法もその頻度が高まり、複数の方
法を組み合わせて痛みに対処していた。 
 
５）母子の健康に関する患者アウトカムでは、分娩第一期の活動期における所要時間が
短縮し、薬剤使用が減少し、1分後アプガースコアが教育プログラム受講後の助産師にケ
アされた産婦において有意に高かった。 
 
以上の結果から、モロッコの助産師を対象にした産痛緩和ケア教育プログラムは、助
産師の産痛緩和ケアに対する意識を高め、ケア行動を増やしていた。それらは教育プロ
グラム終了後3ヶ月が経過しても継続していた。さらに、産婦の産痛が緩和され、産婦の
対処も高めていた。これらのケアにより、子宮口開大が促進され分娩所要時間が短縮し、
薬剤使用の少ない自然な出産を助長していた。また、胎児にとってもストレスの少ない
出産となることが示唆された。 
 
 
 
 
 
論文審査結果の要旨 
 
１．審査結果 
 本研究は、助産師に対する産痛緩和ケア教育プログラムの開発、効果判定指標測定尺
度の開発、開発したプログラムを用いた介入研究の実施ならびに評価という３段階を含
む壮大な研究であり、各段階とも、研究過程を丁寧に着実に踏まえて行われている。加
えて、介入研究実施にあたっては、研究協力者として 24名の助産師から４時期に渡る
反復データをとり、さらにこれらの助産師からケアを受けた 963名の産婦のデータが結
果として提示され、助産師と産婦双方から効果判定が行われている。得られた結果を通
して、設定された仮説全てが想定通りに検証されている。さらに、わずか 20日間の教
育提供により、産痛緩和に対する助産師の態度と行為の双方に変化を及ぼしていること
は、成人教育の成功例であり、医療人類学の見地からも大変意義のあることと評価され
た。 
 
２．審査会における質疑応答内容 
 審査会では、田村氏による論文の概略説明の後に、下記のような質疑応答が行われた。 
１）得られた結果の解釈について 
 ①１ヶ月後から３ヶ月後へと、産痛緩和ケアに対する助産師の意識が高まり、かつケ
ア実施が増加し、継続する理由を問われ、分娩所要時間の短縮、産婦自身が静かになる、
産婦が助産師の言うことを聞いてくれる等、助産師自身が産痛緩和ケアの効果を感じて
いたことによる旨が述べられた。加えて、産痛緩和ケアの実施には、道具はあまり必要
でなく、自分の手で簡単にできることも理由として付加された。 
 ②今回は、介入効果判定は教育プログラム受講後３ヶ月まで実施されたが、それ以降
はこれらの効果はどうなると予想するかと問われて、「今後、痛み緩和ケアを実施しな
いことは、今となっては考えられない」と述べた助産師もいたことから、既に痛み緩和
ケアは助産師の行為の中に組み込まれていると考えられることから、継続を妨げる大き
な理由はなく、継続されるとの回答がなされた。 
 ③新生児の健康指標である生後１分後のアプガ－スコアは、教育プログラム受講前の
助産師からケアを受けた産婦が出産した新生児 9.4、プログラム受講後の助産師からケ
アを受けた場合は 9.6という結果を受けて、「胎児にとってもストレスが少ない出産と
なっていた」と記述されている。確かに有意差が示されているものの、これは過剰表現
ではないかとの指摘を受けて、記述を変更したい旨が回答された。 
 ④結果に示されている得点の最小値や標準偏差値は、例えば、産痛緩和に関する知識
テスト結果では、最小値は受講前6点から受講後13点に、また標準偏差値は受講前3.0か
ら後は1.7に変化している。これらは、知識の少ない人が知識を得たということである。
量的研究であり統計的な有意差の有無は大切であるが、結果の解釈時には、量的デ－タ
を丁寧に見ることも必要であるという指摘を受けた。また、最小値が０を示している結
果があるが、表の下あたりに注釈をつけて説明することも要望された。 
 
２）記載内容の確認あるいは修正について 
 ①示唆の文中に記述されている「今後はさらに精練を行う」という記載があるが、何
を精練するのかと問われ、20日間の教育プログラム期間は妥当な長さと考えているが、
教育プログラム受講後の1ヶ月間に、実践をしながら試行錯誤を行なっているようであり、
この間のフォロ－アップを2回から3回に増加する可能性についての回答を得た。しかし、
知識や技術習得には、試行錯誤を行う意味もあり、今までの知識や思考や態度等の組み
替えを行っているとも思えられることから、試行錯誤を少なくするためのフォロ－アッ
プ回数の増加について再度問われた。このやり取りを通して、回数を増やす必要性があ
るとは一概には言えないとの回答を得た。 
 ②産痛緩和を肯定する態度の得点が増加した結果を受けて、「産痛緩和に対する態度
が強まり」と記載されているが、使用した測定尺度は全体としての信頼性・妥当性の検
証のみがなされていることから、本記述の修正が要望された。 
 ③インタビュ－デ－タが記載されていて、大変興味深く捨てがたいが、本研究は量的
研究であることから、質的デ－タは参考資料として扱うことが示唆され、田村氏もデ－
タ記述の整理に同意した。 
